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三沢市在宅医療・介護連携推進協議会（概要） 

会議名称 平成２９年度 第２回三沢市在宅医療・介護連携推進協議会 

開催日時 平成２９年９月２８日（木）１３時００分～１４時４５分 

場  所 三沢市役所本館４階 大会議室 

出 席 者 

委員（敬称略） 

会長(議長) 亀田 邦彦 委員 山口 文衣 

委員 小西 史人 委員 野々宮 和博 

委員 伊藤 博次 副会長 内村 憲司 

委員 吉田 あや子 委員 市川 裕子 

委員 堤 洋子 委員 髙田 ひとみ 

委員 須田山 まさ子 委員 木村 由美 

事務局 

三沢市 福祉部介護福祉課 

      課長     寺澤 寿子    副参事    大塚 勤光 

包括支援係長 田鎖 雅子    非常勤職員  李澤 智望 

議事案件 

１ 議事 

（１）各部会からの事業提案について 

（２）（仮称）医療・介護連携支援センターの設置について 

（３）先進地視察について 

２ その他 

議事概要 

１ 議事 

（１）各部会からの事業提案について 

  ①連携ルール作業部会 

  ● 須田山部会長：（資料１－１に基づき報告） 

 ● 亀田会長：看取りと簡単に言っても、終末期の定義が明確ではないため、三つある部会

の中では、看取りについて検討する連携作業部会は一番難しい部会だと思う。終末期におけ

る患者あるいは患者家族の看取りの際の意向を記入する書式を作るとしたら、心停止の際の

心肺蘇生の要否、心停止以外の急変時の対応をどこまでするか、経口摂取が不能となった際

の人工的な栄養の供給をどのようにするか、以上の三つのポイントが大事となる。さらに細

かく言えば、一つ目の心停止した場合に心肺蘇生を含む延命治療を行うことを希望しない場

合を、ＤＮＡＲ（Do Not Attempt Resuscitation）というが、延命治療の要否に関してと、

二つ目は、心肺停止時以外の急変時の対応を、集中室レベルの最大限の医療行為まで希望す

るか、一般病棟レベルの医療行為までとするか、あるいは自宅、施設レベルで可能な医療行

為までとするかという点、三つめは継続的に経口摂取が困難となった場合に、経管栄養を導

入するか、経管栄養は希望しないが少量の点滴を行うか、あるいは静かに見守るかという三

点に関して、これらを既存の何らかの書類に盛り込むか、その際に本人、あるいは代理人、

および医師のサインを添付するか、検討すべきである。 

すでにアメリカでは医師主導のもとに作成する、延命治療のための事前指示書、いわゆる

ポルスト（POLST: Physician Orders for Life Sustaining Treatment）が作成され、法制
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化され、一部の州で運用されている。運用されている州では、ＰＯＬＳＴは登録機関に集約

され、２４時間、必要に応じて医療機関、救急隊員が利用できるシステムとなっているよう

だ。日本でも日本臨床倫理学会で日本版ＰＯＬＳＴを作成、公表しているが、多くの団体が

この運用に反対を表明しており、また日本では法制化されておらず、一般的に、一律に使用

するのは難しい状態となっている。例えば、障害者とその家族から見れば、ＰＯＬＳＴが作

成されれば、これが独り歩きして、適切な時に正当な医療行為が受けられなくなるのではと

いう懸念もあるようだ。 

一方で、リビングウィルは患者本人が作成するものであるが、心肺停止時などに救急隊員

が駆け付けた際に、保管場所が分からないことにより、延命治療が行われた後で、ＤＮＡＲ

が判明し、結果、患者本人の意向とは違う形の医療行為が行われる結果となることも問題と

なるようだ。これに関して三沢の近隣のある地域では、心肺停止時に救急車が要請され、現

場に救急隊員が到着しても、リビングウィルの書類が現場で確認されれば、かかりつけ医に

連絡し、電話でかかりつけ医あるいはコールセンターの医師、家族、救急隊員で協議して延

命治療を行わないという取り組みを検討している自治体もある。ただし、リビングウィルで

さえも日本では法制化されていないため、後日訴訟も起きかねず、問題となるかもしれない。

したがって慎重に取り組む必要がある。またＰＯＬＳＴのような項目をすべて取り入れると

なると、書式に組み込む情報も多くなり、情報を扱う職種にも一定レベルのスキルが必要と

なる。 

終末期の医療行為に関して、市内の介護施設内で運用している簡潔な事前確認書を見たこ

とがある。各施設内で独自に作成しているようであるが、統一した書式があれば便利だとは

確かに思う。ただし、日本国内はもとより、海外でも議論されているところであり、リビン

グウィルでさえ、国内では反発している団体も多く、市内で運用するのであれば、ＤＮＡＲ

とするか、経口摂取不能の際の栄養のあり方に限定して作成するのもいいかもしれない。 

● 須田山部会長：亀田会長の意見に賛成で、確認項目が多いとクリアするのが大変になる。

栄養も大事だが、もう少し吟味して一番に取り掛かりやすいＤＮＡＲに絞って考えてはどう

か。最低その一つでも良いのではないかと思う。 

● 亀田会長： ＤＮＡＲについて合意するので精一杯かもしれないので、これに絞ってもい

いと思う。先日、他の自治体の話として伺ったのだが、在宅診療の扱いではない、施設入所

者が心肺停止で救急外来に搬送となったが、家族には連絡もつかず、付き添いの施設職員の

情報が甚だ不十分のなか、人工呼吸器を含めた高度の延命治療が導入されたうえで集中治療

室に入院してしまった症例が話題となった。実は、ご家族は以前より延命治療を望んではい

なかったが、結局退院後に多額の医療費の請求となり、非常に問題となるケースがあったと

のことだった。当院であれば、在宅診療となっている患者のほとんどは、家族の同意を得て、

在宅療養後方支援病院である三沢病院へ事前に診療情報提供書を添付し、登録させて頂いて

いるため、このような事態になることはないとは思うが、三沢市内でも必ずしも医療介護事

業所を母体としていない介護施設もあり、在宅診療扱いになっていない場合、情報の扱いに

慣れていないために同様の事態は起きているかもしれないと感じた。 

● 須田山部会長：延命治療は家族の意見を確認しないと進まないので、三沢市立三沢病院で

は、家族の到着が間に合わない場合でも、電話で確認・承諾を得て進めている。また、ケ

アマネや施設の方々からの申し出があっても、必ず家族から意思確認するようにしている。 

● 亀田会長：その段階だと大概かかりつけ医がいると思うが、かかりつけ医に連絡できず有

効な情報が得られないこともあるか。 

● 須田山部会長：かかりつけ医に連絡を取るという形がまだ一般的ではなく、休診日は特に

連絡を躊躇してしまう。 
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● 亀田会長：自院のような在宅療養支援診療所では２４時間、訪問看護師からの報告を受け

付ける体制となっているため、あまりこれまで問題となることはなかった。しかし実際に、

在宅診療対応となっていない、施設入所者が真夜中に救急搬送され、医療機関側で情報が

得られないために、どこまで医療介入するべきか、判断できないのは問題であると思う 

● 須田山部会長：救急隊も同様だが、分からない場合はもちろん延命治療をしている。呼吸

器を付ける辺りは少し伸ばしながら、家族に連絡を取っている。 

● 亀田会長：システム優先で過剰に延命治療をするよりは、三沢病院のように、家族に連絡

が付くまでは医師の判断で呼吸器の取りつけを少し引き延ばすという方が常識的な判断だ

と思う。在宅診療を受けておらず一年以内に何か変化の起こりそうな方に対して、どのよ

うなレベルになったら確認を取るか、病気が進行している場合や介護度が３以上の場合は

どうするかといった決まり事を設けて後方支援病院などと情報共有するシステムがあった

方が良いという事だと思う。 

● 須田山部会長：施設の場合はそこまで確認しているのか。 

● 亀田会長：本日欠席している介護事業所の方にも伺ってみたいことがある。「エンド・オ

ブ・ライフケア協会」という団体を皆様ご存知だろうか。人生の最後をより自分らしく過

ごせるように、緩和ケアの考えや、場合によっては個人の宗教観も含めた、人生の最後ま

での過ごし方を考えながら、在宅診療、あるいは緩和ケアを医療従事者のみではなく、よ

りご本人、ご家族、介護従事者の立場に立ってみんなで考えていきたいという団体のよう

だ。青森市では、慈恵会病院の緩和ケア医が中心となって、研修を行っているようだが、

そちらに参加したことがある委員の方がいれば、話を聞いてみたかった。 

● 須田山部会長：十和田市では毎年開催しているようだ。 

● 小西委員：連携ルールに関しては、期間を区切って決められる事ではないし、ケースバイ

ケースなのでルールは複雑にしない方が良いと思う。 

● 亀田会長：ご本人、ご家族が望まない形の過剰医療となってしまうことを防げる様に、共

有する情報に関しては、ＤＮＡＲあるいは経口摂取困難となった場合の経管栄養の要否に

関して、情報共有できるように考えていきたい。三沢市は決して大きくない街なので、各

施設の関係者が集まって協議できれば、解決可能であると思う。介護事業者同士で集まっ

て協議する場はあるか。 

● 事務局：地域包括支援センターで月に１度地域ケア会議を開催しているが、この話題を取

り上げたことはない。 

● 小西委員：亀田会長が問題点を掘り起こしてくれたように、各事業所に問題を投げかけて

おかないと返答は出てこない。期間を区切るという考え方ではなく、先に問題点を投げか

け、その過程でレクチャーしながら形を作っていくという考え方はどうか。 

  極端な話ではあるが、ある程度のレベルの患者には手首にバーコード等の付いたネームバ

ンドをして、その患者が救急搬送された時に機械でスキャンすると情報が読み取れるよう

にするのも良いと思う。 

● 亀田会長：将来的にはバーコード等で登録された情報がすぐに確認できる時代が来るかも

しれない。決められた情報共有の中にＤＮＡＲの項目があれば、現場で介護事業者と介護

者本人あるいは介護者との議論がしやすくなり、項目を埋めることができるように働きか

けることも増えるであろう。次の連携ルール作業部会には私も参加したい。 

● 事務局：先ほど亀田会長からも意見があったように、なかなか根が深い問題なので、これ

からも継続的に協議していき、一つ一つ決めていきたい。 

 

②情報共有ツール作業部会 
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● 伊藤部会長：（資料１－２に基づき報告） 

● 事務局：できれば連携連絡票の【Ａ案】【Ｂ案】どちらがいいかというところと、かかり

つけ連携手帳に関しても善し悪しを決めて頂きたい。 

● 亀田会長：では、【Ａ案】【Ｂ案】の違いについて改めて説明をお願いする。 

● 伊藤部会長：【Ａ案】は医師、歯科医師、薬剤師からケアマネジャーへと双方使えるもの

だが、事業所は３枚持つことになる。 

 【Ｂ案】は、一方通行になっており、１枚で済むという利点がある。 

内容は、医科・歯科・薬科の先生からの意見をなるべく反映させた。また、ケアマネから

意見のあった看護師等が代理記載できるようにするという点も盛り込んでいる。 

● 亀田会長：今の説明で、書式に関して質問や提言があればお願いしたい。なければ、挙手

にて決めさせて頂く。（多数が【Ｂ案】に挙手）それでは、【Ｂ案】ということでよろしい

か。 

● 須田山部会長：【Ｂ案】で良いと思うが、医療機関という文言には薬局も含めてよろしい

か。 

● 亀田会長：介護事業所ではないので、薬局も医療機関で良いと思う。 

● 事務局：基本的に先生自らがＦＡＸを返信するのではなく、看護師等が先生の意向を汲ん

で代理で意思をケアマネに伝えるという意味で代筆となっている。 

● 亀田会長：認可する立場にある方は、この場に私と小西先生、伊藤先生しか出席していな

いが、私はいいと思う。代筆で問題ないということでないと、書類に対応する労力も莫大

なものになりかねず、運営上難しくなる。 

● 内村部会長：地域ケア会議においてケアマネから意見を募りたいと部会から提案があり、

【Ａ案】を基に２回会議を開催した。相談内容はあらかじめ記載しておき、チェックボッ

クスをマークする方がフリーハンドで自由記載するより連絡しやすいのではないかという

意見をふまえ、【Ｂ案】を作成した。 

● 小西委員：医療現場から介護事業所へ返信する時は【Ｂ案】でもいいと思う。ただ、歯科

に関しては介護担当者が確認したい、しなければならない項目があらかじめ記載されてい

る方がやりやすいと思うし、知識のない方からすると戸惑いもあると思うので、【Ａ案】で

も良いと思う。 

● 内村部会長：相談内容・連絡方法の書き方に関しては、普及啓発部会でカバーしていき、

周知を深めていくという方法もあると感じる。 

● 亀田会長：医師の立場からは決めつけることはできないが、眼科・皮ふ科・内科など相談

も多岐に渡り、盛り込む項目が幅広いので、医科はフリーハンドの方がやりやすいと思う。

かえって歯科のほうがより専門的で、チェックリストで記載できるほうが、ケアマネジャ

ーも確認しながら項目をチェックしていけば良いので、漏れがなくなり、確認もしやすい

と思う。今出た意見を参考に、部会で加味して頂きたいと思う。 

 つぎに、連携手帳に関して簡単に説明をお願いする。 

● 伊藤部会長：かかりつけ連携手帳に関しては、日本三師会の手帳を基本に不必要な部分を

削除し、必要な部分を我々が考え得る範囲で精査して載せた。先ほども説明した通りリビ

ングウィルの追加に関しては、初版には載せないこととした。ただ、我々の認識不足もあ

り、先ほどの会長の意見のとおり、各所で検討・協議されていることから取り入れるべき

項目なのではないかと感じる。 

● 亀田会長：自分は意見できる立場にはないと思うが、今の段階で追加することは難しいと

思う。リビングウィルは日本を除いた先進国では法制化され、公的に認められたものとな

っているが、日本では全く法制化されておらず、公には認められないことになっている。
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例えば、本人がリビングウィルとして延命治療は望まないことが記載され、心肺停止時に、

救急隊員、あるいは医療機関がこれを確認し、延命治療を行わないで現場で死亡すること

が起きたとする。亡くなった後に、ご本人への確認は当然できず、リビングウィルも日本

では法的に守られていないため、後から家族が本当は延命治療を行って欲しかったが、協

議が十分ではなかったとして、医療訴訟が起きてしまうこともあり得ると思う。医師の中

にも知識に差があったり、病院内でのマニュアルはチームが不備であったり、夜間の対応

は人員も不足した環境であったりと、よく吟味されず、リビングウィル通りに延命治療の

不開始となって、後日医療訴訟となるケースも考えられる。医療訴訟を引き起こす可能性

が少しでもあるのであれば、初めからリビングウィルの項目はつけないという考えもある

であろう。これで決まりではないが、ＩＣＴ化までの繋ぎとして紙ベースでやっていくと

いう事に賛同して頂ける方は挙手をお願いする。（多数が挙手）では、この形で進めること

に賛同が得られたので、部会にて更に煮詰めていって頂きたい。 

● 事務局：かかりつけ連携手帳や付属のカバーについて見本を回しているが、決議後すぐに

予算を付けて印刷配布という訳にはいかないことを了承して頂きたい。予算を査定する部

署もあり、当課で一方的に予算を付けることはできないので、作成のタイミングは事務局

に任せて頂きたい。 

 

③多職種連携研修・普及啓発部会 

● 内村部会長：（資料１－３に基づき報告） 

● 亀田会長：まずは、多職種連携研修について協議したい。前年度に県の事業で「多職種ご

ちゃまぜ研修会」という研修が十和田市で開催された。私も実際に参加したが、これを真

似しても良いと思う。盛り込みたいテーマや、別なやり方など何か意見があればお願いす

る。 

開催時期は平日の夜間帯で良いか。 

● 内村部会長：平日の夜間帯を想定している。 

先ほど亀田会長からも話があった「多職種ごちゃまぜ研修会」では、それぞれランダムに

配役を決めてグループワークで在宅療養をシミュレーションする研修だった。私は保健師で

あるが、医療ソーシャルワーカー役で参加することになり、参加者全員が実務以外の職業役

でグループワークを行った。医療ソーシャルワーカーは、サービス担当者会議等を行う時に

介護事業所と患者の状態について情報を共有しながら連携することが大事であると実感で

きた。実際にやってみるというのはとても勉強になる。 

● 亀田会長：私は患者の奥さん役だった。今後このような研修会は増えていくと思う。座業

の講演も良いが、このような顔の見える関係づくりも必要だ。 

● 事務局：内容に関しては、ある程度部会に任せても良いと思う。 

● 亀田会長：では、多職種連携研修に関してこのような方針で進めて良いと思う方は挙手を

お願いする。（多数が挙手） 

次に、寸劇について協議していきたい。三沢病院ではこのような劇に出演してくれる人材

はいるか。 

● 須田山部会長：出来る限り協力する。 

● 亀田会長：三沢市ケーブルテレビジョンで寸劇を放映するという普及啓発方法で良いと思

う方は挙手お願いする。（多数が挙手） 

次に、冊子作成について協議していく。個人的には素晴らしいと思う。サイズはについて

は、読み手の対象によって変わってくる。例えば７０～８０年代の方が自分の介護の必要性

を感じてきたときに読むものなのか、あるいは介護を受ける側ではなく、する側の４０～５
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０代の方が身内の介護の必要性を感じたときに読むものなのかという点で違いが出てくる

と思う。 

● 須田山部会長：このサイズ（Ａ４版）は見やすくて良いと思う。詳細はこれからだと思う

が、毎戸配布になる等の見通しはあるか。 

● 事務局：再度予算の話をして申し訳ないが、Ａ４版は確かに文字も大きく見やすいと思う

が、内容は現在介護福祉課で発行している冊子類と重なる部分もあるので、多少ページを

削るなどの調整が入る可能性がある。この見本をベースに予算も含めて事務局に任せ頂き

たいと思う。 

また、いい機会なので、今まで介護関係に出てこなかった情報として、後期高齢者の医療

費関係や保健相談センターの情報等を載せてはどうか。 

● 亀田会長：他に医療資源として、難病や障害の方への補助や入院費を免除する方法、一時

的に市が肩代わりしてくれる制度などのお金が絡む内容も載せて良いと思う。載せる範囲

は検討が必要だと思うが、医師としては、高額医療や難病指定、障害者認定は載せて欲し

い。介護の補助については、住宅改修などがあると思うが、そちらはどうか。 

● 事務局：住宅改修については、既にパンフレットがあるので重複することになる。載せた

い情報があれば事務局に連絡して頂き、部会を通して次の協議会に諮っていきたいと思う。 

資料１－３のその他にある、市民向け普及啓発の一端として、医療保険・介護保険を発行

するときに、内容・意味・権利について行政説明を義務化してはどうかという意見が記載さ

れているが、これについて説明をお願いする。 

● 内村部会長：後期高齢者の医療保険証や介護保険証が窓口で交付されたときにこの保険証

でどういったことができるか、また、入院時の医療費についての補助や情報提供などをマ

ニュアルとして実施してはどうかという意見が出た。 

● 吉田委員：市役所には各課にしか説明がないので、どの課に行って同じ様な説明をして頂

けたら市民にとってもより良いのではないかと思う。これから作る冊子にそのような内容

を載せてカバーしてはどうか。 

● 亀田会長：自分の権利は自分で掘り下げないと出てこないので、どんな時にどんな権利が

得られるという一覧が欲しいということだろうか。市民が医療・介護・福祉などの資源を

知らないまま困っている状況を防ぎたいという意見だと思う。それが市役所でどの課に行

っても同じ説明が受けられるようにしたいということに繋がってくるのだろう。体制につ

いては市役所の方で検討して頂ければと思う。 

 次項の三沢病院の福祉相談を月１回ではなく週１回の方がいいのではなかという記載に

ついても説明を頂きたい。 

● 吉田委員：現在、三沢病院で福祉相談を月１回開催しているが、相談を受けて介護申請が

必要になったときに介護福祉課へ出向かなければならない状況である。三沢病院の福祉相

談を週１回に増やし、介護申請の手続き等もできるようにしたら、高齢者の方がわざわざ

タクシーを使って介護福祉課に行かなくても良いのではないかと思う。 

● 須田山部会長：介護福祉課から月１回来て頂いて福祉相談を受け付けているが、相談件数

はあまり多くはない。時間がもったいないとは思うが、これまで続けてきたことを途切れ

させたくないとも思う。また、件数が少ないのは地域連携室のメンバーがすぐに福祉相談

に乗れる体制にあり、地域包括支援センターと連携しながら対応できているということも

ある。手続きについては、場所はあるので可能だとは思う。 

● 亀田会長：例えば、月１回ではなく、もっと頻回に開催すれば逆に周知されて相談が増え

ることになるのだろうか。 

● 須田山部会長：地域連携室で毎日対応しているので、回数を増やしても変わらない可能性
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もある。今後設置予定の（仮称）医療・介護連携支援センターをうまく活用していきたい。 

 

（２）（仮称）医療・介護連携支援センターの設置について 

● 事務局：（資料２に基づき説明） 

● 亀田会長：弘前地区在宅医療・介護支援センターそよかぜを１人で運営しているとのこと

だが、弘前市ほどの人口規模をたった１人で運営できるものなのか。 

● 事務局：１人で専従している現状は大変だが、何か行事があれば医師会事務局から手伝っ

て頂いている様だ。 

● 亀田会長：それでも 1人で運営できているという事は、それほど需要がないということな

のか。 

● 事務局：各病院に地域医療連携室があり、相談が分散されている状況で、センターへの相

談件数は年間約１５０件程度で、大半がＩＣＴの使用方法に関する事であると伺った。 

● 亀田会長：イメージとしてはコールセンターのようであり、市民が直接行って相談すると

いう内容でも無いようだが、我々が作ろうとしているものとは若干違いを感じる。 

 

（３）先進地視察について 

● 事務局：（資料その他に基づき説明） 

 

２ その他 

● 事務局：事業所リスト（赤ファイル）の取り扱いについて資料に基づき説明 

● 亀田会長：今日決まったことを各作業部会で進めて頂き、次回（平成３０年２月予定）の

協議会で進捗を伺い、協議していきたい。先進地視察に参加される委員の方々はよろしく

お願いする。本日はありがとうございました。 

 

  

以 上 


